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工事請負契約の締結について【議案第１２０号】

総務課施設整備室

鹿角小坂地区統合校実習棟建築工事請負契約の締結については、予定価格が５

億円以上であるため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（昭和３９年秋田県条例第３２号）第２条の規定により、議会の議決を経

る必要がある。

１ 建物の概要

工事対象 構造・階層 建築面積 延べ面積

実 習 棟 鉄筋コンクリート造 １，４２８㎡ ３，４９９㎡

地上３階建

渡り廊下 鉄骨造 ３３㎡ ６６㎡

地上２階建

２ 契約の概要

（１）契約名称

鹿角小坂地区統合校実習棟建築工事

（２）契約の相手方

タナックス・小坂・平和・白川特定建設工事共同企業体

（３）契約金額

９９７，１５０，０００円

（４）契約工期

令和５年１２月２８日まで

（５）仮契約年月日

令和４年４月２２日

実習棟
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保育所等新型コロナウイルス感染症対策関連事業

幼保推進課

１ 目 的

保育所等において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため速や

かに感染状況を把握するとともに、濃厚接触者となった職員が早期に職場復帰で

きるよう、抗原検査キットを活用した検査体制を整備する。

２ 概 要

（１）配布対象

保育所、幼稚園、認定こども園等（３７０施設）

（２）配布内容

医療用抗原検査キット

（３）配布数

１１，５００セット（１１５，０００テスト分）

（４）抗原検査キットの活用方法

ア 感染の可能性がある職員に対する検査。

イ 職員が濃厚接触者となった場合の待機期間の短縮に資する検査。

※通常待機期間は７日間であるが、最終曝露日（感染者との最終接触等）から４日目

及び５日目の検査で陰性を確認することで、５日目からの解除が可能となる。

３ 補正予算額

１３７，８８５千円（ １３７，８８５千円）

内訳 ・消耗品費 １２９，０３０千円

・役務費 ８，８５５千円
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（新）小・中学校等新型コロナウイルス感染症対策関連事業

義務教育課

１ 目 的

公立小・中学校及び義務教育学校において、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大を防止するため速やかに感染状況を把握するとともに、濃厚接触者となった

児童生徒及び教職員が早期に登校・出勤できるよう、市町村による抗原検査キッ

トを活用した検査体制の整備を加速する。

２ 概 要

（１）配布対象

小学校（義務教育学校含む） １７７校

中学校（義務教育学校含む） １０６校

（２）配布内容

医療用抗原検査キット

（３）配布数

２，２８５セット（２２，８５０テスト分）

（４）抗原検査キットの活用方法

ア 感染の可能性がある児童生徒及び教職員に対する検査。

イ 児童生徒及び教職員が濃厚接触者となった場合の待機期間の短縮に資する

検査。

※通常待機期間は７日間であるが、最終曝露日（感染者との最終接触等）から４日目

及び５日目の検査で陰性を確認することで、５日目からの解除が可能となる。

３ 補正予算額

２７，３９８千円（ ２７，３９８千円）

内訳 ・消耗品費 ２５，６３８千円

・役務費 １，７６０千円

- 3 -



秋田県教育職員免許状授与等手数料徴収条例の一部を

改正する条例案について【議案第１１６号】

義務教育課

１ 改正理由

教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律（令和４年法律第

４０号）による教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）の一部改正に伴い

普通免許状又は特別免許状の有効期間の更新の申請等に係る手数料を廃止する等

の必要がある。

２ 改正内容

（１）次に掲げる申請に係る手数料を廃止することとする。（第２条関係）

① 普通免許状又は特別免許状の有効期間の更新の申請

② 普通免許状又は特別免許状の有効期間の延長の申請

③ 免許状更新講習の課程を修了したことの確認の申請

④ 免許状更新講習の課程を修了した後文部科学省令で定める期間内にある

ことの確認の申請

⑤ 修了確認期限の延期の申請

⑥ 免許状更新講習を受ける必要がない者の認定の申請

（２）その他所要の規定の整備を行うこととする。

３ 施行期日

令和４年７月１日
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十
二

改
正
法
附
則
第
二
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
修
了
確
認
期
限
の
延
期

の
申
請

一
件
に
つ
き

千
七
百
円

十
三

改
正
法
附
則
第
二
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
免
許
状
更
新
講
習
を
受

け
る
必
要
が
な
い
者
の
認
定
の
申
請

一
件
に
つ
き

三
千
三
百
円

八

法
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
免
許
状
の
授
与
の
証
明
の
申
請

十
四

法
第
四
条

に
規
定
す
る
免
許
状
の
授
与
の
証
明
の
申
請

一
件
に
つ
き

四
百
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一
件
に
つ
き

四
百
円
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収
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す
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。
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二
条

手
数
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条
第
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、
第
十
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条
第
一
項

一
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第
五
条
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項
若
し
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は
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項
、
第
十
六
条
の
二
第
一
項
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し
く

は
第
二
項
（
法
第
十
六
条
の
四
第
四
項
及
び
第
十
七
条
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二
項
に
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い
て

、
第
十
六
条
の
四
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一
項
又
は

読
み
替
え
て
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用
す
る
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合
を
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。
）
、
第
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六
条
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一
項
又
は

第
十
七
条

の
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定
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普
通
免
許
状
の
授
与
の
申
請

第
十
七
条
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一
項
の
規
定
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許
状
の
授
与
の
申
請

一
件
に
つ
き

三
千
三
百
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一
件
に
つ
き

三
千
三
百
円

二

法
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
特
別
免
許
状
の
授
与
の
申
請

二

法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
特
別
免
許
状
の
授
与
の
申
請

一
件
に
つ
き

三
千
三
百
円

一
件
に
つ
き

三
千
三
百
円

三

法
第
五
条
第
五
項
又
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第
十
七
条

の
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定
に
よ
る
臨
時
免
許
状

三

法
第
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条
第
六
項
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第
十
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条
第
一
項
の
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に
よ
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臨
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与
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与
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に
つ
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百
円

四

略

四
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五
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一
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の
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教
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申
請
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第
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項
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は
第
四
項
の
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定
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教
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つ
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千
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百
円
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に
つ
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千
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円

六

法
第
九
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規
定
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よ
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免
許
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又
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特
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免
許
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効
期
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更
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の
申
請
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件
に
つ
き

三
千
三
百
円

七

法
第
九
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五
項
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規
定
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免
許
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又
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特
別
免
許
状
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有
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期
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の
延
長
の
申
請
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件
に
つ
き

千
七
百
円

六
・
七

略

八
・
九

略

十

教
育
職
員
免
許
法
及
び
教
育
公
務
員
特
例
法
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一
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を
改
正
す
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法
律

（
平
成
十
九
年
法
律
第
九
十
八
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
附
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第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
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免
許
状
更
新
講
習
の
課
程
を
修
了
し
た
こ

と
の
確
認
の
申
請

一
件
に
つ
き

三
千
三
百
円

十
一

改
正
法
附
則
第
二
条
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三
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
免
許
状
更
新
講

習
の
課
程
を
修
了
し
た
後
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
期
間
内
に
あ
る
こ
と

の
確
認
の
申
請

一
件
に
つ
き

三
千
三
百
円
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秋田県青少年交流センター管理運営費（債務負担行為の設定）

生涯学習課

１ 目 的

秋田県青少年交流センターについて、令和５年度から令和７年度までの指定管

理者の選定を行うため、債務負担行為の限度額を設定する。

２ 概 要

（１）施設名称

秋田県青少年交流センター（ユースパル）

（２）指定管理期間

令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで（３年間）

（３）指定管理者業務

①宿泊・研修に係る施設の使用許可等に関する業務

②施設・設備の維持管理に関する業務

③青少年に係る研修及び交流・学習の機会の提供に関する業務

※これまでの指定管理者 一般財団法人秋田県青年会館

（４）指定管理者の指定に係るスケジュール

令和４年 ８月 指定管理者の公募

１０月 選定委員会の開催、候補者の選定

１２月 １２月議会で指定管理者の指定

３ 債務負担行為の限度額

１５６，８１３千円（ ５４６千円 １５６，２６７千円）

年度ごとの上限額 ５２，２７１千円

年度内訳 ・人件費 １４，７８９千円

・光熱水費等 ３６，５８７千円

・事業費 ８９５千円
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学校における感染症対策事業

保健体育課

１ 目 的

県立学校等において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため速

やかに感染状況を把握するとともに、濃厚接触者等となった児童生徒及び教職員

が早期に登校・出勤できるよう、抗原検査キットを活用した検査体制を整備する。

２ 概 要

（１）配布対象

①県立学校（中学校、高校、特別支援学校） 計６２校

②私立高校、市立高校 計 ７校

（２）配布内容

医療用抗原検査キット

（３）配布数

①県立学校 ４，０００セット（４０，０００テスト分）

②私立・市立高校 ７００セット（ ７，０００テスト分）

（４）抗原検査キットの活用方法

ア 感染の可能性がある児童生徒及び教職員に対する検査。

イ 児童生徒及び教職員が濃厚接触者等となった場合の待機期間の短縮に資す

る検査。

※通常待機期間は７日間であるが、最終曝露日（感染者との最終接触等）から４日目

及び５日目の検査で陰性を確認することで、５日目からの解除が可能となる。

３ 補正予算額

５６，３５３千円（ ５６，３５３千円）

①県立学校

学校における感染症対策事業 ４７，９６０千円

内訳 ・消耗品費 ４４，８８０千円

・役務費 ３，０８０千円

②私立・市立高校

（新）私立・市立高等学校における感染症対策事業 ８，３９３千円

内訳 ・消耗品費 ７，８５４千円

・役務費 ５３９千円
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